様式第１号
価格転嫁円滑化伴走支援専門家登録申請書
西暦   年    月     日
  公益財団法人ひょうご産業活性化センター　理事長　様
（申請者）
住　　　　所：
氏名／企業名：
電話番号：
E-mail：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 インボイス番号：
価格転嫁円滑化伴走支援専門家派遣事業の専門家登録について、別紙「価格転嫁円滑化伴走支援専門家登録票」のとおり申請します。別紙の記載内容については事実と相違ありません。
なお、原則として別紙の記載内容のうち、氏名・企業団体名、所在地（都道府県および市区）、専門分野、支援可能領域、保有資格、自己ＰＲの公開について同意します。
別紙（様式第１号関係）
価格転嫁円滑化伴走支援専門家登録票
西暦   年    月     日
１　概要
	登録種別
	１．個人　　　　　２．法人

	　個人の場合は以下の項目を記入してください。

	ふりがな
	
	生年月日
年齢
	西暦　　  年　  月   日
（　　　　歳）

	氏　名
	
	
	

	
	
	性別
	男性　・　女性

	所在地
	〒


	TEL
	（　　　）　　－
	日中連絡のとれる
電話番号
	（　　　）　　－

	FAX
	（　　　）　　－
	
	

	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	
	URL
	

	インボイス番号
	

	法人の場合は以下の項目を記入してください。

	企業団体
情報
	企業団体名
	

	
	ふりがな
	
	代表者役職
	

	
	代表者氏名
	
	
	

	
	本社所在地
	〒


	
	TEL
	（　　　）　　－
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	
	FAX
	（　　　）　　－
	URL
	

	事務連絡
担当者
（企業・団体情報と同じ場合は記入不要）
	ふりがな
	
	所属部署
	

	
	氏名
	
	
	

	
	
	
	役職
	

	
	所在地
	〒


	
	
	

	
	TEL
	（　　　）　　－
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	
	FAX
	（　　　）　　－
	URL
	

	
	当センターからの連絡・通知等は事務連絡担当者様宛に実施させて頂きます。


２　略歴（職歴、経験など）及び保有資格等
	略　歴
	・
・
・
・

	保有資格
（法人の場合は
保有者数も記入）
	・
・
・
・

	専門分野
および
支援可能領域
	県内ものづくり企業に対して、価格交渉に向けた助言や提案ができる分野にチェックを入れてください。（複数選択可）。
□購買・調達　　　□販売　　　□法務　　　□財務・会計
□マーケティング　 □その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	県内ものづくり企業に対して、適切な価格転嫁を実現するすることで、経営基盤の強化や経営課題の改善に資する助言や提案ができる領域にチェックを入れてください。（複数選択可）
□コスト削減　　　□価格設定　　　　　　□契約・リスク管理
□財務データ分析　□価格戦略・市場調査　□資料作成・交渉力向上
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	自己ＰＲ
（１００文字以内・公開用）
	


３　実績（適切な価格転嫁、価格交渉等に関する具体的な支援実績について記載）
	
	実施時期
	支援企業の
主業種
（日本標準産業分類）
	具体的内容

	１
	
	
	（200文字以内）

	２
	
	
	（200文字以内）

	３
	
	
	（200文字以内）


（注）主要な支援実績を最大３事例まで記載してください。
様式第２号
誓約書
（価格転嫁円滑化伴走支援専門家派遣事業）
西暦   年    月     日
  公益財団法人ひょうご産業活性化センター　理事長　様
（申請者）
住　　　　所：
氏名／企業名：
電話番号：
E-mail：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 インボイス番号：
価格転嫁円滑化伴走支援専門家派遣事業における派遣専門家として、業務の遂行、秘密保持及び暴力団排除に関する下記の事項について誓約します。
なお、誓約に違反した場合、派遣対象企業および公益財団法人ひょうご産業活性化センターが被った一切の損害を賠償します。
記
１　法令等および当センターからの指示や依頼事項を遵守し、派遣対象企業に対する営業行為など実施計画の内容その他本事業の目的等を逸脱した行為をせず、派遣要請の内容に従って誠実に業務を遂行します。
２　本事業の中で知り得た派遣対象企業に関する営業上または技術上の情報（以下「秘密情報という」を一切開示、漏洩もしくは使用しません。また、本事業終了後においても、秘密情報を一切開示、漏洩もしくは使用しません。
３　暴力団排除条例（平成22年兵庫県条例第35号）第２条第１号に規定する暴力団及び第３号に規定する暴力団員、または暴力団排除条例施行規則（平成23年公安委員会規則第２号）第２条各号に規定する暴力団及び暴力団員と密接な関係を有する者のいずれにも該当しません。
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